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貸借対照表

資産
負債

純資産

過去からの社会資本の整備
状況を把握し、将来に向けた
計画策定の基礎とする

資金の運用 資金の調達

1

過去からの行政活動により蓄積されたストック

資産が大きい＝過去から建設してきた公共施設・インフラの
規模が大きい、もしくは構造が複雑。

資産が大きくても、将来の収入（税収）が大きくなるわけではない。

資産＝負担

2

行政コスト計算書 行政事業を実施することにより費消した資源

・人件費（職員給与費、賞与引当金繰入額、退職手当引当金繰入額 等）
＝ ヒトのコスト（人的資源の費消）：職員の利用度

・物件費等（物件費、維持補修費、減価償却費 等）
＝モノのコスト（人的資源の費消）：施設・設備の利用度

・移転費用（補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金 等）
＝外部支援のコスト（移転収支）：外部団体の利用度・支援

cf.減価償却費＝事業の実施で施設・設備を利用している
ことを示しているコスト

＝行政コストに基づいた経営改革

行政コストは、自治体（行政）における人（職員）や施設・設備の使い方を横並び
の数字で示したものである。行政コストを把握し、それがロスではなく必要なもの
であることを確認していくことで、自治体の活動を効率化できる。

コスト＝責任

コストは、地方公共団体が求められている活動を実施することで生じる。
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資金収支計算書 資金収支のバランス、収支の質の評価

業務活動収支： 経常活動に伴い、継続的に発生する資金収支
投資活動収支： 社会資本の形成を目的とした活動に伴う資金収支
財務活動収支： 地方債による資金の調達と地方債の償還

→ 借入も行い、大規模なインフラ整備を図っている。

→ 税収等に余裕があり、借金の返済もできている。

→ 業務活動とインフラ整備の資金を借金に依存。

→ 税収が不足しているが、投資抑制で借金返済。

＋ － ＋

＋ － －

－ － ＋

業務 投資 財務

－ ＋ －

３つの収支の相互関係から黒字・赤字の質を評価する。

たとえ収支が黒字であっても、地方債収入によるものであったり、建設事業費を
必要以上に削減している場合には、財政が健全であるとは言えない。

収支のバランスは決算に基づいて評価しなければならない。

4

純資産変動計算書 財源の使途と世代間負担の評価

・財源（金銭収入を伴う当期に費消
可能な資源の流入）と純行政コスト
を対比し、資源の蓄積が行われて
いるか否かを示す。
（財源：税収、国県等の補助金）

・純資産の変動
＝現世代と将来世代との間で
の資源の配分

増加：利用可能な資源の蓄積
減少：負担の先送り

財政運営が中長期的な視点から適切なものであるか否かを評価するためには、
純資産変動計算書に示された世代間負担の状況を確認する必要がある。

・負債合計と純資産合計との対比 ＝資産全体の形成における世代間の負担

・「不足分」の増減＝将来における負債返済の現時点での準備の状況
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財務書類の活用法（提案）

◆行政コスト計算書
→ 個々の行政事業部門で、公共サービスの提供にあたって生じた行政
コストに基づく事業評価を実施。

→ 民間のコストとの対比により、公共サービス提供機能の民間への委託
も検討する。

◆貸借対照表
→ 企画部門における将来計画策定の基礎資料として活用。

◆資金収支計算書
→ 監査部門・経理（会計）部門において年度収支の評価資料として活用。

◆純資産変動計算書
→ 財政部門において起債の必要性と世代間負担の検討資料として活用。

最終的には、予算案および審議資料として
検討結果を議会に集約
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